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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第103期
第２四半期
連結累計期間

第104期
第２四半期
連結累計期間

第103期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 68,819 80,819 143,025

経常利益 (百万円) 1,461 1,738 3,410

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,249 1,096 2,407

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,851 2,567 3,865

純資産額 (百万円) 35,915 35,676 35,967

総資産額 (百万円) 72,343 83,161 76,415

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 29.91 26.25 57.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 49.3 42.3 46.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △359 1,756 △3,306

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 261 942 △320

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,606 1,211 △670

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 7,735 9,169 5,255
 

 

回次
第103期
第２四半期
連結会計期間

第104期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 13.09 10.59
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

なお、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第２ 事業の状況」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

 

当第２四半期連結累計期間は、景気は欧米及び中国においては減速傾向となったものの、我が国においては回復

傾向となりました。各国で大きく異なる新型コロナウイルス感染症への対策、長期化するウクライナ情勢の影響、

資源価格高騰による影響等、先行き不透明な状態が続いております。

このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の売上高は808億１千９百万円と前年同期の17.4％にあたる

119億９千９百万円の増収、営業利益は19億８千１百万円と前年同期の33.0％にあたる４億９千２百万円の増益、経

常利益は17億３千８百万円と前年同期の19.0％にあたる２億７千７百万円の増益となり、親会社株主に帰属する四

半期純利益については10億９千６百万円と前年同期の12.3％にあたる１億５千３百万円の減益となりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は26.25円となりました。

なお、主な要因は以下のとおりであります。

・売上高については、第一事業、第二事業、第三事業が好調に推移したため増収となりました。

・営業利益については、売上高の増加による売上総利益が増加したことにより、販売費及び一般管理費の増加が

あったものの増益となりました。

・経常利益については、営業利益の増加、投資先からの受取配当金の増加等により、持分法による投資損失が増

加したものの増益となりました。

・法人税等については、過年度減損処理した政策保有株式売却により無税化処理を行った前年度の反動等があっ

たため増加しました。

・親会社株主に帰属する四半期純利益については、上記要因の結果、減益となりました。
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セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 
なお、第１四半期連結会計期間より、当社グループの第一事業及び第三事業の組織再編を行いました。第一事業

は樹脂・難燃剤事業部の樹脂事業を第三事業に移管して難燃剤事業部に改称し、機能建材事業部を第三事業から編

入致しました。第三事業は高機能素材事業部を三分割し、それぞれ高機能素材事業部、機能化学品事業部、第一事

業から編入した樹脂事業と統合して合成樹脂事業部と致しました。

また、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載し

ております。

 
なお、セグメントごとの主な事業、事業内容及び主な取扱商品は次のとおりであります。

セグメントの名称 主な事業 事業内容及び主な取扱商品

第一事業
資源・環境ビジネス事業
難燃剤事業
機能建材事業

レアアース・レアメタル、環境関連、金属関連
難燃剤
断熱材、防水材、内装材

第二事業 石油製品事業
潤滑油、ベースオイル、添加剤
海外事業

第三事業

高機能素材事業
機能化学品事業
合成樹脂事業
無機薬品事業

フィルム製品、印刷原材料
製紙薬剤、粘接着剤
合成樹脂原料、合成樹脂製品
無機薬品

自動車・電池材料事業
自動車事業
電池材料事業

自動車部品関連
電池材料

 

 
① 第一事業

売上高は、196億６千７百万円と前年同期の17.4％にあたる29億２千万円の増収、セグメント利益につきまして

は、６億９千万円と前年同期の95.9％にあたる３億３千８百万円の増益になりました。

これは主に各取引が以下の通り推移した結果によるものです。

・資源・環境ビジネス事業は、資源関連、環境関連、金属関連ともに好調に推移しました。

・難燃剤事業は、需要が伸長し、好調に推移しました。

・機能建材事業は、断熱材や防水材は需要が持ち直し、好調に推移したものの、内装材は前年同期並に推移し

ました。

 
② 第二事業

売上高は、284億８千万円と前年同期の18.9％にあたる45億３千４百万円の増収、セグメント利益につきまして

は、９億１千７百万円と前年同期の1.8％にあたる１千６百万円の増益になりました。

これは主に各取引が以下の通り推移した結果によるものです。

・国内向けベースオイル・添加剤及び中国向けベースオイル・添加剤は需要が伸長し、好調に推移しました。

・中国潤滑油事業は、冷凍機油は前年同期並に推移したものの、建機純正オイルは低調に推移しました。
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③ 第三事業

売上高は、286億４千万円と前年同期の17.1％にあたる41億７千５百万円の増収、セグメント利益につきまして

は、５億４千２百万円と前年同期の25.9％にあたる１億１千１百万円の増益になりました。

これは主に各取引が以下の通り推移した結果によるものです。

・高機能素材事業は、フィルム製品及び印刷原材料が前年同期並に推移しました。

・機能化学品事業は、製紙薬剤は好調に推移したものの、粘接着剤は前年同期並に推移しました。

・合成樹脂事業は、合成樹脂原料、合成樹脂製品ともに前年同期並に推移しました。

・無機薬品事業は、好調に推移しました。

 
④ 自動車・電池材料事業

売上高は、32億円と前年同期の11.4％にあたる３億２千７百万円の増収、セグメント損失が、３億６千２百万

円と前年同期から１億４千万円の減益（前年同期は２億２千１百万円の損失）になりました。

これは主に以下の通り推移した結果によるものです。

・自動車事業は、持分法適用会社において損失が増加したことにより、減益となりました。

・電池材料事業は、自動車用などの電池材料の売上が堅調に推移しました。

 
 
当社グループの財政状態は、次のとおりであります。

　

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、831億６千１百万円と前連結会計年度末の8.8％にあたる67億４千５百

万円の増加となりました。負債は、474億８千５百万円と前連結会計年度末の17.4％にあたる70億３千７百万円の増

加となり、また、純資産は356億７千６百万円と前連結会計年度末の0.8％にあたる２億９千１百万円の減少となり

ました。

この結果、自己資本比率は42.3％となりました。

なお、主な要因は以下のとおりであります。

・総資産については、主に現金及び預金と売上債権の増加により、流動資産が前連結会計年度末の9.8％にあたる

58億1千3百万円の増加となったことによるものであります。

・負債については、主に仕入債務と短期借入金の増加により、流動負債が前連結会計年度末の19.7％にあたる70

億６千４百万円の増加となったことによるものであります。

・純資産については、主に剰余金の配当を行ったことにより、利益剰余金が前連結会計年度末の8.1％にあたる19

億１千万円の減少となったことによるものであります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、91億６千９百万円と前年同期末の18.5％にあたる

14億３千４百万円の増加となりました。

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期から21億１千５百万円が増

加し17億５千６百万円の資金増となりました。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期から６億８

千万円が増加し９億４千２百万円の資金増、財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期から28億１千８百万

円が増加し12億１千１百万円の資金増となりました。

その主要な原因は、以下のとおりであります。

・営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益17億６千９百万円から、非現金収支等を調

整した後の資金の増加23億１千万円及び主に棚卸資産の減少や仕入債務の増加による23億４千７百万円の資金

増に対し、売上債権の増加や法人税の支払による29億２百万円の資金減が生じたことによるものであります。

・投資活動によるキャッシュ・フローは、主に連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による５億３千３百万

円の資金増が生じたことによるものであります。

・財務活動によるキャッシュ・フローは、主に借入れによる42億８千３百万円の資金増と、配当金の支払による

30億６百万円の資金減が生じたことによるものであります。

 
当社グループにおける資金の使途は、主に商品の仕入れや人件費の支払いのための運転資金のほか、税金及び配

当金の支払いであり、これらの資金需要に対して、営業活動によるキャッシュ・フローから獲得した自己資金と金

融機関からの借入金を充てております。

当社グループは、資金効率の向上及び利息費用の低減の施策として、必要資金の一部をグループ・ファイナンス

により賄うことで、有利子負債の圧縮を図っております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年11月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可

金融商品取引業協会名
内容

普通株式 41,780,000 41,780,000
東京証券取引所
（プライム市場）

単元株式数
100株

計 41,780,000 41,780,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2022年９月30日 ― 41,780 ― 4,024 ― 2,761
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(5) 【大株主の状況】

  2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総
数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 13,806 33.06

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,880 14.08

ＡＧＣ株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 3,849 9.22

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE－
AC)
(常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
 (東京都千代田区丸の内二丁目7番1号）

404 0.97

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海一丁目８番１２号 279 0.67

 JP JPMSE LUX RE NOMURA INT PLC 1 EQ CO
(常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行）

1 ANGELL LANE LONDON-NORTH OF THE
THAMES UNITED KINGDOM EC4R 3AB
 (東京都千代田区丸の内二丁目7番1号)

265 0.64

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 175 0.42

J. P. Morgan Securities plc Director
Andrew J. Cox
 (常任代理人 JPモルガン証券株式会社）

25 Bank Street Canary Wharf London UK
 (東京都千代田区丸の内二丁目7番3号）

102 0.25

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 90 0.22

三菱ケミカル物流株式会社 東京都港区芝大門一丁目１番３０号 88 0.21

計 ― 24,938 59.72
 

(注) １．上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社 5,880千株

　　株式会社日本カストディ銀行　　　　　  279千株

２．上記の日本マスタートラスト信託銀行株式会社が所有する株式数のうち4,079千株は、三菱ケミカル株式会

社の退職給付信託口であり、三菱ケミカル株式会社が議決権に関する指図権を有しております。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 16,800
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,712,800
 

417,128

単元未満株式 普通株式 50,400
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 41,780,000  ―

総株主の議決権 ― 417,128  
 

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式 92株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

明和産業株式会社
東京都千代田区丸の内
三丁目３番１号

16,800 - 16,800 0.04

計 ― 16,800 - 16,800 0.04
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,255 9,235

  受取手形、売掛金及び契約資産 ※1  44,995 ※1  48,056

  商品 7,814 6,871

  その他 1,388 1,128

  貸倒引当金 △229 △253

  流動資産合計 59,225 65,038

 固定資産   

  有形固定資産 1,168 1,156

  無形固定資産 208 173

  投資その他の資産   

   投資有価証券 14,800 15,653

   その他 1,036 1,162

   貸倒引当金 △23 △23

   投資その他の資産合計 15,813 16,792

  固定資産合計 17,190 18,122

 資産合計 76,415 83,161

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 28,197 29,844

  短期借入金 5,787 10,440

  1年内返済予定の長期借入金 － 500

  未払法人税等 485 547

  賞与引当金 681 593

  その他 698 988

  流動負債合計 35,850 42,915

 固定負債   

  長期借入金 590 193

  役員退職慰労引当金 － 307

  退職給付に係る負債 901 887

  その他 3,106 3,181

  固定負債合計 4,597 4,570

 負債合計 40,448 47,485
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,024 4,024

  資本剰余金 2,761 2,761

  利益剰余金 23,655 21,745

  自己株式 △4 △4

  株主資本合計 30,437 28,527

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,642 3,771

  繰延ヘッジ損益 17 18

  為替換算調整勘定 1,770 3,045

  退職給付に係る調整累計額 △186 △161

  その他の包括利益累計額合計 5,242 6,674

 非支配株主持分 287 474

 純資産合計 35,967 35,676

負債純資産合計 76,415 83,161
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 68,819 80,819

売上原価 63,687 74,823

売上総利益 5,132 5,995

販売費及び一般管理費 ※1  3,643 ※1  4,014

営業利益 1,489 1,981

営業外収益   

 受取配当金 194 204

 その他 51 70

 営業外収益合計 245 274

営業外費用   

 支払利息 30 65

 外国源泉税 41 140

 持分法による投資損失 175 185

 その他 25 126

 営業外費用合計 273 517

経常利益 1,461 1,738

特別利益   

 負ののれん発生益 － 25

 その他 183 5

 特別利益合計 183 30

特別損失   

 投資有価証券売却損 － 0

 その他 4 －

 特別損失合計 4 0

税金等調整前四半期純利益 1,640 1,769

法人税、住民税及び事業税 305 627

法人税等調整額 73 4

法人税等合計 378 631

四半期純利益 1,261 1,137

非支配株主に帰属する四半期純利益 12 40

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,249 1,096
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 1,261 1,137

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 402 187

 繰延ヘッジ損益 8 1

 為替換算調整勘定 202 507

 退職給付に係る調整額 40 31

 持分法適用会社に対する持分相当額 △63 702

 その他の包括利益合計 589 1,430

四半期包括利益 1,851 2,567

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,837 2,528

 非支配株主に係る四半期包括利益 13 39
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,640 1,769

 減価償却費 131 128

 負ののれん発生益 － △25

 持分法による投資損益（△は益） 191 200

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 4 17

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 57 31

 賞与引当金の増減額（△は減少） △53 △100

 受取利息及び受取配当金 △199 △212

 支払利息 30 65

 投資有価証券売却損益（△は益） △183 △5

 投資有価証券評価損益（△は益） 2 －

 固定資産売却損益（△は益） 1 △0

 売上債権の増減額（△は増加） △4,516 △2,143

 棚卸資産の増減額（△は増加） 1,055 1,170

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,656 948

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △54 △54

 その他投資等の増減額（△は増加） 2 15

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △4 263

 その他の固定負債の増減額（△は減少） 7 △2

 その他 56 293

 小計 △171 2,356

 利息及び配当金の受取額 58 66

 利息の支払額 △35 △61

 法人税等の支払額 △210 △605

 営業活動によるキャッシュ・フロー △359 1,756
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 － △15

 定期預金の払戻による収入 － 15

 有価証券の償還による収入 － 400

 投資有価証券の取得による支出 △350 △15

 投資有価証券の売却による収入 567 33

 出資金の払込による支出 － △56

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 533

 有形固定資産の取得による支出 △19 △27

 有形固定資産の売却による収入 － 1

 無形固定資産の取得による支出 △8 △2

 短期貸付けによる支出 △52 △62

 短期貸付金の回収による収入 126 153

 長期貸付けによる支出 － △15

 長期貸付金の回収による収入 1 3

 その他 △1 △3

 投資活動によるキャッシュ・フロー 261 942

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △944 4,183

 長期借入れによる収入 － 100

 長期借入金の返済による支出 － △15

 配当金の支払額 △626 △3,006

 非支配株主への配当金の支払額 △13 △24

 その他 △22 △25

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,606 1,211

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,706 3,914

現金及び現金同等物の期首残高 9,442 5,255

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  7,735 ※1  9,169
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
第１四半期連結会計期間において、株式会社アケアを株式取得により子会社化したため、同社を連結の範囲に含

めております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

 

※１ 売上債権の流動化

当社は、売掛債権の流動化を行っており、当第２四半期連結会計期間末の金額は次のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

売掛金譲渡額 300 300

売掛金流動化に伴う遡及義務額 60 60
 

 

 ２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

非連結子会社及び関連会社の
銀行借入等

104
非連結子会社及び関連会社の
銀行借入等

139

計 104 計 139
 

 

 ３ 当座貸越契約

当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当第２四半期連結会計期間末における借入未実行残高は次のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

当座貸越契約の総額 4,650 4,650

借入実行残高 － －

差引額 4,650 4,650
 

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

給料手当 1,331 1,453

退職給付費用 133 114

賞与引当金繰入額 295 316

貸倒引当金繰入額 25 17
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

(単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

現金及び預金 7,735 9,235

預入期間が３か月を超える定期預金 － △65

現金及び現金同等物 7,735 9,169
 

 

(株主資本等関係)

 

前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 626 15.00 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年10月29日
取締役会

普通株式 1,962 47.00 2021年９月30日 2021年12月２日 利益剰余金
 

 
当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 3,006 72.00 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

 
該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
第一事業 第二事業 第三事業

自動車・

電池材料事業
計

売上高        

　日本 15,020 1,804 22,666 1,187 40,678 788 41,466

　中国 509 20,913 917 1,548 23,889 － 23,889

　その他 1,217 1,228 880 137 3,463 － 3,463

　顧客との契約から生じ
　る収益

16,747 23,946 24,464 2,873 68,031 788 68,819

　その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 16,747 23,946 24,464 2,873 68,031 788 68,819

セグメント間の内部
売上高又は振替高

26 38 9 － 74 － 74

計 16,773 23,984 24,474 2,873 68,106 788 68,894

セグメント利益
又は損失(△)

352 900 430 △221 1,462 13 1,476
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 1,462

「その他」の区分の利益又は損失(△) 13

セグメント間取引消去 △35

全社費用(注) 20

四半期連結損益計算書の経常利益 1,461
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び営業外損益であります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

　

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
第一事業 第二事業 第三事業

自動車・

電池材料事業
計

売上高        

　日本 17,518 2,876 26,651 1,219 48,265 830 49,095

　中国 644 24,182 822 1,873 27,523 － 27,523

　その他 1,505 1,420 1,166 107 4,200 － 4,200

　顧客との契約から生じ
　る収益

19,667 28,480 28,640 3,200 79,989 830 80,819

　その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 19,667 28,480 28,640 3,200 79,989 830 80,819

セグメント間の内部
売上高又は振替高

18 62 76 － 157 1 158

計 19,686 28,542 28,716 3,200 80,146 831 80,977

セグメント利益
又は損失(△)

690 917 542 △362 1,788 △2 1,785
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 1,788

「その他」の区分の利益又は損失(△) △2

セグメント間取引消去 △39

全社費用(注) △7

四半期連結損益計算書の経常利益 1,738
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び営業外損益であります。

 
３．報告セグメントの変更等に関する事項

 
第１四半期連結会計期間より、当社グループの第一事業及び第三事業の組織再編を行いました。第一事業は樹脂・

難燃剤事業部の樹脂事業を第三事業に移管して難燃剤事業部に改称し、機能建材事業部を第三事業から編入致しまし

た。第三事業は高機能素材事業部を三分割し、それぞれ高機能素材事業部、機能化学品事業部、第一事業から編入し

た樹脂事業と統合して合成樹脂事業部と致しました。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載して

おります。

詳細につきましては、「第２ 事業の状況 ２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」をご参照ください。
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

１株当たり四半期純利益 29円91銭 26円25銭

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 1,249 1,096

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

1,249 1,096

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,763 41,763
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

 
該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年11月8日

明和産業株式会社

取締役会 御中

　

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
東京事務所

 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大    竹　 　貴   也  
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 辻   　 　　伸   介  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明和産業株式会社

の2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2022年7月1日から2022年9月30日ま

で）及び第2四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の2022年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
 
 

　
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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